
【附属議案①】

■

本附属方針(案)は 、地方公務員法及び地方 自治法の一部改正法が成立 し、2020年4月1日 施

行 とい う日程が定まっている もとで、 自治労連の組織 と運動 にとって、年度を超えて計画的 ・戦

略的 に取 り組む重要1生か ら提案す るものです。

〈 は じ め に 〉

地方公務員法及び地方 自治法の一部改正法(以 下 「改正法」、2017年5月11日 成立 ・2020年4月1

日施行)は 、「任期の定めのない常勤職員 を中心 とする公務の運営」は維持 されるべ きとしているにも

かかわらず、定数内の正規職員 を一層削減 し、不安定雇用で定数外の非正規雇用職員への置 き換 えを

促進する ものです。 くわえて勤務時間差 による差別を持ち込むとい う地方公務員制度の大転換 となる

法律です。

さらに、総務省の運用通知が、「ICTの 徹底的な活用、民間委託の推進等 による業務改革 を進 め、…

臨時 ・非常勤の職の設定に当たっては、現に存在する職 を漫然 と存続するのではな く、それぞれの職

の必要性 を十分吟味 した上で、適正 な人員配置に努めるべ き」 としているように、アウ トソーシング

の促進 さえ求めています。

そ して、公共施設総合管理計画、 トップランナー方式、PPP/PFIコ ンセ ッション事業、窓口業務

の独法化 などとともに、「骨太方針2015」 で打 ち出された 「公的サービスの産業化」と称する、あから

さまに大企業の利益を創 出する方向での公共サー ビス縮小 ・変質を狙 う政策 と軌を一にしたものです。

こうしたもとで、「改正法」施行にむけて、非正規化の進行 を許 さず、雇用確保 と労働条件改善 を着

実 に実施 させ るとともに、抜本的な制度改善 を求めて、非正規雇用職員の組合加入 を促進 し、正規 ・非

正規一体で職場 ・地域か ら住民 との共同の取 り組みを進める 「総合 的な運動」を中期的に展開 します。

この議案では、「改正法」施行にむけた課題や取 り組み、「改正法」成立をうけて明らかになった抜

本改善にむけた課題、基本方向を明 らかに し、具体的な取 り組み については各年度の 「運動方針(案)」

をは じめ、その都度、機関会議方針 として示 します。

1.運 動の名称(仮 称)

「力を合わせ、 な くそ う雇用格差1築 こう充実 した公務公共職場1」 運動

(正規 ・非正規つな ぐアクション)

皿.期 間

2017年8月 ～2020年8月
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皿.目 的

① 住民の権利 ・福祉 向上にふ さわ しい 自治体のあ り方、公務労働のあ り方 を問い直 し、 自治体で

の非正規化 ・アウ トソーシングを許 さず、住民本位の本格 的な予算人員闘争 につなげる。

② 公共サービスの担 い手の非正規化が進め られ、サービスの質にも深刻な影響が広 がるなかで、

非正規雇用職員の雇用 ・労働条件の改善、抜本的な制度改善※(正 規化、短時間勤務制度の確立、

労働法制の適用)を 追求す る。

③ 労働法制(パ ー ト労働法、労働契約法、最低賃金法)を 否定す る実態 を告発 し、地域か ら労働

条件の底上げ、官製 ワーキ ングプア解消を求め る。

④ すべての非正規雇用職員の雇用 ・労働条件 にかかわる問題 に対 して、当事者が主体 となった取

り組みを呼びかけ、その組織化 を飛躍的に前進 させ る。

N.経 過 と 到 達 点

1.非 正 規 雇 用 職 員 を め ぐる 自治 労 連 の取 り組 み の 経 過 と到 達 点

自治労連は、2003年 定期大会で 「公務 ・民間、雇用形態の違いを問わず、すべ ての 自治体 ・公

務公共関係労働者 を組織化の対象 として門戸を開き、大 きく組織化 と要求実現の推進」 を図るこ

とを提起 しました。そ して、非正規雇用職員 と公務公共関係労働者の雇用の安定 と労働条件の改

善を求めて、総務省 に要求署名を提 出 してきました。2008年10月 にはILO本 部を訪問 し、非正

規雇用職員の実態 を通 じて 日本の非正規雇用労働者への差別 と、男女の賃金格差改善の必要性 を

要請 しました。要請に基づ きILOは 日本政府 に対 し、2011年 には公務 にはパー ト労働法が適用 さ

れていない こと、自治体の正規 と非正規 との処遇の格差是正対策について情報提供することを求

め ました。

2009年 定期大会では、劣悪な賃金労働条件であって も、住民サービスを担 い支え、重要な役割

を果 たしているという、自治体非正規 ・公共関係労働者の 「誇 り」と、そ うした実態を踏 まえず、

非正規雇用労働者をモ ノの ように扱い、「いっせい雇い止 め」を強行す ることで住民サービスの質

の低下や職場 の混乱 をもた らしている自治体当局への 「怒 り」を共有 し、そ こに焦点 を置いた取

り組み を強化す ることを方針決定(「誇 りと怒 りの大運動」)。非正規雇用職員への手当支給 を地方

自治法に明確 に規定すること、実効あるパー ト労働法改正 と自治体非正規への適用 も要求 してき

ました。そのために、国会請願署名の取 り組み とともに、実態告発のための レポー ト組織、国会

議員会館での院内集会、地方労連単位 での 自治体臨時 ・非常勤労働条件実態調査 とそれに基づ く

自治体懇談、地方議会請願な どに取 り組んできました。

こうした運動 を反映 して、総務省 は、臨時 ・非常勤職員の任用及び勤務条件の確保 を地方 自治

体 に求めた2009年 の通知が不徹底であったことを認め、国会での論議や法改正、裁判例な ども踏

まえて、2014年7月 に公務員部長名で再度同趣 旨の通知を出 しま した。

2.「 改 正 法」に対 す る 自治 労 連 の た た か い と到 達 点

2016年7月 に総務省が設置 した 「地方公務員の臨時 ・非常勤及 び任期付任用職員の任用等の在

り方に関す る研究会」 は、昨年末に、臨時 ・非常勤職員の任用 ・勤務条件 の 「適正な確保」 とし

て、臨時 ・非常勤職員の うち、「特別職非常勤」 を専 門的な職に、「臨時職員」 を正規職員の欠員
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が生 じた場合 に限定。そのほかの 「労働者性の高い職」は 「新 たな一般職非常勤」 に分類すると

の内容 を報告(以 下、「報告」)し ました。「報告」や総務省の行った各地方 自治体か ら意見集約 を

ふ まえて、政府 は 「改正法」案 を3月7日 、閣議決定 しました。

自治労連は、 これが臨時 ・非常勤職員制度に止まらず、 自治体職場のあ り方が問われる問題 と

とらえ、「任期の定めのない常勤職員中心の公務運営」の原則 を守る立場か ら、本来正規職員が担

うべ き職に現 に就労 している非正規雇用職員の正規職員化や、恒常的な短時間勤務の職に対する

「任期の定めのない短時間勤務職員」の制度化、「会計年度任用職員」の任用の厳格化 、フル タイ

ムとパー トタイムとの差別導入反対、非正規雇用職員の処遇改善 を担保す る国の財政支援 など、

「改正法」案の抜本修正 を要求 して きま した。

そ して、2月 の緊急団体署名、3・8中 央行動での総務省前要求行動、閣議決定以降は、立憲野

党4党 への要請、参考人 としての意見陳述、4・ll院 内集会(議 員要請行動)、 国会傍聴、そ して、

地元議員要請や職場一言運動 など、中央 ・地方一体で様 々な行動 を取 り組んできました。

「改正法」案修正 には至 りませ んで したが、審議の過程で、高市総務相が 「雇止め を行 うとか

処遇を引 き下げるといったようなことは、改正法案の趣 旨に沿わない」、常勤職員 と同様の業務の

場合 は常勤職員や任期付職員の活用 を検討 と答弁するなど、今後の臨時 ・非常勤職員制度の改善

につながる多 くの政府答弁 を引 き出 しました。また、「公務の運営は任期の定めのない常勤職員 を

中心 としている」 ことや、「必要 となる財源の十分 な確保 に努めること」 とした財政措置へ の言

及、「引 き続 き任用の在 り方の検討 を行 う」ことが附帯決議 に盛 り込まれ、不十分なが らも、これ

まで 自治労連が取 り組んで きた運動 と現場 か らの声を反映させ、今後の運動 の足場 を築 くことが

で きました。

V.取 り組みの構え

「改正法」に伴 う任用根拠見直 し、処遇改善の取 り組み、抜本的改善にむけた取 り組み を 「こんな

地域 と職場 をつ くりたい」運動の重要な課題 と位置付 けて、地方組織 ・単組 で具体化、運動の態勢づ

くりを進め ます。

当面の運動 の基本方向は、以下のとお りとします。

① 要求実現は、人任せではで きません。当事者が 自ら上げる声 こそ大 きな力です。非正規雇用職

員や公務公共関係労働者の組織化 を促進 して、当事者参加の運動 を強化す るとともに、住民本位

の行財政の確立の取 り組み をともに推進 します。 とくに、単組三役(執 行部)で の意思統一を重

視 します。

② 本附属方針 にもとついて、すべ ての職場 、組合員が、 ともに公務公共サー ビスを支える非正規

雇用職員の切実 な課題 を、「任期の定めの ない常勤職員 を申心 とする公務運営」を堅持 ・発展 させ

る課題 として取 り組む意思統一 をはか ります。

③ 自治体労働者 は地域住民 と実際に対応するなかで、公務の質、あるいは労働の内容を問い直す

ことが、常 に迫 られています。そ うした観点か ら、「全体 の奉仕者」としての公務労働のあ り方 を

追求 します。

④ 自治体 キャラバ ンや議会要請、人事委員会要請、そ して政府 ・国会にむけて、制度改善 と財源

保障を求める運動 ・共同を強化 します。

⑤ 公務公共関係労働者を含む官製 ワーキングプアの問題を、告発 レポー トな どの作成 ・発信 を通
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じて、運動の理解 と支持を広げます。 また、ILOに 対 しての情報提供 ・申し立て も検 討します。

⑥ すべ ての労働者の格差是正 を求めて以下の要求課題 を示 し、共同を広げ ます。

・ 雇用の原則は、期 間の定めのない直接雇用 とす ること。

・ 非正規雇用か ら正規雇用への転換 を促進す るため、労働法制等 を整備す ること。

・ すべての労働者の賃金等の労働条件について、同一労働 同一賃金の原則 に基づいて、均等待

遇 と格差是正を図るための実効的な立法措置 をとること。

・ 最低賃金 を人間らしい生活を営むことので きる水準 に大幅 に引 き上 げること。

・ 税 の応能負担の原則に基づいた所得の再配分機能 を強化 し、社会保障制度 を抜本的に改善す

ること。

・ILO第94号 条約 を批准 し、公契約法 ・条例 を制定 して条約に基づいた労働条項 を定めること。

VI.具 体 的 取 り 組 み

1.「 改 正 法 」施 行 に む け た ス ケ ジ ュー ル と取 り組 み の 課 題

(1)「 改正法」施行にむけたスケジュール

「改正法」成立 をうけて、すでに任用根拠見直 しを検討 して きた自治体や大規模 な自治体で

は、実態把握が行われるなどしていますが、大半の自治体では総務省のマニュアル、8月 下旬

の説明会 を待って対応 を具体化 してい くと考えられ ます。

総務省は、 自治体 に対 し 「改正法」施行にむけた想定スケジュール(図 参照)を 示 し、2019

年3月 議会までの条例 ・規則改正 を求めてお り、それ までに労働組合 は協議 ・合意を迫 られる

ことにな ります。 また、国会審議では、財政措置の検討 にあた り、2020年 度予算要求 にむけて

実態調査 を行 うことを表明 してい ます。したがって、2018年 秋季年末闘争が制度確定 にむけた

最大の山場 とな ります。

こうした状況 も念頭 にお きなが ら、下記 「対応スケジュール(例)」 も参考 にただちに、現状

の非正規雇用職員の職(仕 事)の 検証 を職場か ら進め、当面、別記の基本要求提 出とともに、

長時間労働規制 と人員確保の観点で当局の調査内容 ・方法に組合要求を反映 させ ることが重要

です。

そ して、各単組での予算 ・人員闘争に しっか り位置づ け、住民本位 の行政 を支 える体制を確

立する取 り組み として、正規 ・非正規一体で運動 を進めましょう。

【対応ス ケジ ュール(例)】

17秋 季年末闘争～18春 闘

く交渉の重点 〉 ●基本要求 を提出 し、当局の基本姿勢を確認する

● 当局 との研究 ・協議 の場 の設置(制 度設計 にむけた課題 とスケ

ジュール、当面改善すべ き課題 の整理等)

〈 取 り組 み 〉 ●単組の方針確立

●組合員をは じめすべての対象者への学習 ・懇談の呼びかけ ・実施

●みずか ら権利行使の主体 となるよう組合加入 を呼びかけ

●職場 ・職種単位での配置状況 ・労働条件の実態把握

● レポー ト 「これが非正規職員が担 う自治体業務(仮 称)」の組織 と
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庁 内世論づ くり

18夏 季闘争～18秋 季年末闘争～19春 闘

く交渉の重点 〉 ●実態調査や論点整理を もとに、組合の具体的要求を提出 して、交

渉を進め労使合意をめざす。

●労使合意 をはか り、条例 ・規則の改正 を行 う。

〈 取 り組 み 〉 ●交渉状況 を職場に返 し、非正規雇用職員の組織化

●非正規雇用職員 レポー トを使った懇談 ・要請(地 域総行動に位置

づける)

●新規採用の非常勤職員への説明、組合加入呼びかけ

19春 闘～19夏 季闘争

く交渉の重点 〉 ●2020年 度の予算確保

●正規化を含めた具体的な人員配置

く 取 り組 み 〉 ●交渉状況 を職場に返 し、非正規雇用職員の組織化

19秋 季年末闘争～20春 闘 ・夏季闘争

●任用替えによる 「雇止 め」を許さない取 り組み

●新制度による採用者の組織化

「会計年度任用職員制度」導入等に係るスケジュール(想 定)
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(2)「 改正法」施行にむけた課題

① 非正規雇用職員への制度周知 と実態把握一 「全員が新たな任用」 となる

「改正法」が施行 されると、基本的に全員が新 たな任用 とな り、試験か選考を受けること

にな ります。つ まり、試験や選考 を理由とした雇 い止めが発生する危 険性があ ります。雇用

の安定がなければ、賃金 ・労働条件が変わ らな くて も、仕事への情熱が奪われ、離職 を考え

る職員が増 え、慢性 的な人員不足が拡大 しかね ません。

また。新聞各紙などでは、「非正規公務員に賞与」などの見 出 しで一面的な捉 え方で報道さ

れています。 こうした報道の もとで、圧倒的多数の当事者や正規職員は、今回の 「改正法」

の本質が知 らされていない状況です。野党のなかで も 「半歩前進」 と評価 しているもとで、

「手当支給を可能にす るための法案に賛成 しなか った自治労連」 と捉 える意図的な宣伝 も予

想 されます。 したがって、一刻 も早 く改定内容 を伝 え、 自治労連が抜本改正 を求めた運動 と

指摘 した問題点 と改善につ なが る政府答弁な どを知 ってもらうことが必要です。

こうした不安に対 し、改定内容を しっか り伝え、労働組合 とともに雇用確保 と賃金 ・労働

条件 の改善にむけて取 り組みを進めてい くために、未加入者 などを含 むすべての臨時 ・非常

勤職員 を対象に説明会、学習 ・懇談 を行い ます。

そ して、職場 ・職種 ごとの非正規雇用職員の配置状況など、実態把握を もとに、地方組織 ・

単組 での闘争体制の確立をはか ります。その際、総務省調査の 自治体 回答 などを活用 ・分析

します。

② 任用根拠見直 しに臨む視点 労使協議、職の必要性の明確化、定数増へ

職(仕 事)の 個別検証にあたっては、当局に任せ るのではな く、労使で検証 して協議 した

うえで最終的には労使合意 を追求 します。

また、その職 に求め られている ものについて職場合意 をはか り、その上に立って、当局に

その職の必要性 を明確 に させ ます。その際、職場か らの予算人闘争 として正規 ・非正規一体

の運動 を追求 します。

同時 に、人員要求が、仕事や業務の実態 とのかかわ りで地域住民の暮 らしと権利の前進に、

つ まり住民サービスの向上に どう具体的に結 びついているのかを明 らかに しなが ら、必要 な

人員が配置で きる定数 と財政の拡大 を求め、国 ・自治体に対する取 り組みを強めます。

③ 当事者を主体 にした取 り組み とそのための組合加入

新 たな仕組 み(条 例)づ くりな どに際 して、当事者が参加 してつ くりあげてい くことが何

よ りも重要であ り、要求実現の保障である ことの理解 を広 げ、非正規雇用職員の組合加入 に

取 り組みます。執行部請負でな く、組合民主主義 を徹底す ることで、 当事者が要求実現 を実

感 し、組合の役割を高めることにつなげます。

そ して、住民サービスを支 える職場体制が問われている問題に際 して、あ らためて非正規

雇用職員を組織化す る意義を、単組三役 をは じめ執行部全体で意思統一 を図 り、非正規雇用

職員の組織化 をいっそ う促進 します。

④ 非正規雇用職員の役割 と労働実態の発信

窓口業務、相談業務、保育、医療 ・介護をは じめ、住民 と直接向 き合 う、専 門性の高い大

切 な仕事 を担 っている非正規雇用職員の役割、そ うした役割 にも関わらず 「雇用の調整弁」

とされ、劣悪 な待遇におかれている現場実態 を伝 え知 らせ る取 り組み を進め ます。
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そ して、それが住民の生活 と権利 にとってどのような影響を及ぼすか とい う視 点で、組織

的な情報発信 と議論の機会 を追求 します。

⑤ 自治体キ ャラバ ンを通 じた地域共同の取 り組みへ

「会計年度任用職員制度」導入によって、地域最賃 を下 回る高卒初任給の容認、勤務時間

差別の合法化、無期転換 ルールの無視など、 自治体が賃金 ・雇用環境破壊 を率先 して進めれ

ば、地域 の民間企業 に与 える影響 は計 り知れませ ん。

これ まで、全労連の提起する社会的な賃金 闘争 として、地方労連単位 で自治体キャラバ ン

が取 り組 まれてきました。 自治体 によっては、その 「事前 アンケー ト結果」を心待 ちに し、

「その資料 を参考 にさせ ていただいている」 と歓迎 されています。地域 の賃金 ・雇用環境の

「底上げ」の取 り組み として、自治体 キャラバ ンを重視 し、地方単位 での非正規雇用職員の待

遇改善 につ なげます。

⑥ 財源確保 を求める共同

「改正法」によって、現在の賃金 ・待遇が維持 ・改善 されるかどうかは自治体の判断に委

ね られています。そ して、財政が逼迫 している自治体が多いなかで、期末手当などの支給 と

いっても財源保障がなければ、絵に描いた餅 になって しまいます。 また、 自治体 を会計年度

任用職員の短時間化 を通 じた経費削減に誘導させ るものともなっています。

住民本位の行政体制の確立(人 員増 ・正規化)と 自治体非正規雇用労働者の処遇改善 を保

障する財源を、国が保障す るよう自治体 ・地方議会、地方関係団体 との共同を強め ます。

⑦ 自治体業務の外部化 ・民 間化

予算や人員確保が 自治体 によって困難になると、 さらに自治体業務の地方独立行政法人 ・

民間への丸投げが進め られることが懸念 されます。公共施設等総合管理計画による統廃合、

業務委託や指定管理者制度を使 った業務の廃止 ・縮小、地方 自治法等 「改正」による窓口業

務の独立行政法人化にともなう非正規雇用職員の雇止めを許さない取 り組みを進め ます。

ス リム化や経費削減 による外部化 ・民間化 は、新たな官製 ワーキングプアをつ くり出すこ

とや、公務公共サー ビスの質が保てない ことな どを追及 して、安全 ・安心の行政体制の確立

を求めます。

⑧ 公務公共関係職場での取 り組み

公務公共関係職場で、 自治体職員に準拠 した労働条件が適用 されている場合では、 自治体

での制度改定 を根拠な く持 ち込むことも予想 され ます。 しか し、こうした職場 では、労働契

約法やパー ト労働法が適用 され、不合理な労働条件の相違 は禁止 されています。したがって、

会計年度任用職員の ように勤務時間差 による格差 を持ち込 ませず、安定的な公共サー ビスを

提供するための人件費確保 など、賃金 ・労働条件の改善、均等待遇 を求め ます。

また、労働契約法第18条 を活用 して、無期雇用への転換 を進め ます。

(3)一 般職化に伴う交渉権確立の課題

自治体 当局は非正規独立単組 ・自治体一般 に対 し登録団体でないか ら交渉に応 じない とい う

場合 も想定 されます。 しか し、私たちは、憲法に もとづ き当局に交渉のテーブルにつかせ、要

求前進 をはかって きま した。

そ うした原則的な立場 を堅持することが基本にな ります。一方で、実質的 な交渉権 を確保す
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る必要か ら、その 自治体 当局の対応や単組のこれまでの取 り組 みの到達点を踏まえ、①一般職

組合(登 録 団体)へ 合流す る、②他 の一般職組合(登 録団体)と の連合組織 をつ くる、③独 自

に一般職非常勤組合 として登録する、などについても検討を進めます。

2.抜 本 的改 善 に む けた 課 題

非正規雇用職員が増加 し、「任用の実態 と制度 との問の乖離」が生 じてきた原因をみれば、総務

省が示す 「任用根拠 の見直 し」や 「会計年度任用職員」の活用 などでは、専門性 ・継続性の確保

や雇用の安定 といった問題がまった く解決 しませ ん。

それを解決する方向は、均等待遇原則 を本格 的 ・具体的に確立することであ り、そのために、

次の ことが必要です。

① 正規職員の大幅増員 と正職員化のための立法措置

本来、正規職員を任用すべ き職 には正規職員を任用で きるよう大幅増員すること。そ して、

その職 を担 っている非正規雇用職員 を正規職員に任用替えする立法的措置が求め ます。

住民の生活 と権利 を維持向上 させ るのに必要な本格的 ・恒常的職に正規職員を任用す ること

は、「任期の定めのない常勤職員を中心 とす る公務運営」という地方公務員法の原則 に合致する

ものです。本格的 ・恒常的職を担 っている非正規雇用職員に均等待遇 を貫 くとい うことは、非

正規雇用職員の待遇を、同 じ仕事をする正規職員 と同一 にす るとい うこと、つま りフル タイム

の非正規雇用職員の場合は正規職員 に任用替 えするということです。 また、本来 はフルタイム

勤務 とすべ き業務であっても臨時 ・非常勤職員 としての任用形式 に合 わせ るために短時間勤務

とされている職 も少な くあ りませんが、これ らの職 を担 う非正規雇用職員について も当然 にフ

ル タイムの正規職員 として任用すべ きです。

② 「均等待遇に基づ く、任期の定めのない短時間一般職公務員制度」

本格 的業務 も担 う 「均等待遇に基づ く、任期の定めのない短時間一般職公務員制度」 を確立

し、任用替えすることを求め ます。

短時間勤務であって も均等待遇は当然かつ重要な原則 であ り、公務の質を維持 向上 させ るう

えで も待遇改善が必要です。また、恒常的業務 を担 う短時問勤務職員制度が ないこともあって、

各 自治体では地方公務員法に反 し、多 くの非正規雇用職員 を恒常的業務 に任用する事態 となっ

ています。

③ 労働契約法 ・パー ト労働法 に準 じた制度改正

少な くとも、労働契約法やパー ト労働法 に準 じ、非正規雇用職員の使用者 としての責任を果

た させるよう制度改正 を求める運動 を強めます。

自治体 の使用者は、民 間事業者であれば当然の雇用上の改善義務 も免れています。労働法 に

よる、非正規雇用職員 を長期 にわたって雇用 して も無期転換 させ る義務はなく、不合理 な格差

を是正すべ き責任 も生 じませ ん。それは、公務員の勤務関係の法的性質は民間の労働法制 とは

別体系の公法上の ものであ り、労使対等の雇用契約ではな く、任用行為 とされているか らです。

以上
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【基本要求】

① 「法改正」による条例 ・規則改正は、重要な勤務条件 に関わる事項 として、これまでの就労経

過や労使の合意等 を基礎 に、当局が誠実に協議 ・交渉を行い、合意を もとに進めること。

総務省マニュアル(案)「 職員団体 との協議等に係る留意事項」で、「会計年度任用職員の勤

務条件については、新地方公務員法に基づき、登録職員団体か ら適法な交渉の申入れがあった

場合においては、その申入れに応ずべ きものであることに留意 ください。各団体においては、

平成30年 度までを目途に適宣必要な協議 を行っていただ くよう」要請しています。

また、現在、特別職非常勤 として任用されている者には労働組合法が適用されてお り、東京

都団交拒否事件判決、善通寺市不当労働行為審査事件のとお り、次年度以降または任用替えに

係る労働条件変更についても自治体は団体交渉に応ずべき立場にあ ります。

② 任用根拠見直 しでは、勤務経験 を考慮 して、試験免除又 は特別選考によ り、希望者全員を実

質的に任用継続す ること。

国会では 「勤務経験 を考慮 して、一部試験を免除し又は特別の選考を実施 している地方公共

団体 もある」ことが紹介され、「競争試験によらず、選考によることとし、その方法 として面接

や書類選考等による適宜の能力実証の方法によることができ」るとマニュアル(案)で は記述

されています。

そ して、その際、労働基準法上の 「継続勤務」にもとづき、これまでの職務経験を反映 させ

た賃金 ・労働条件を確保 させることが必要です。

③ 任用根拠見直 しにおいて、雇止めや処遇引 き下げな ど不利益変更を行わないこと。

「任用 の適正化 、処遇の改 善にむけて まず第一歩」(高市大 臣)、 「勤 務条件の確保 によ り、そ

うした方々の士気 、モチベ ーシ ョンが高 まる ことは、ひいては公共サー ビスの維持 向上 につ な

がる」(原 田副大 臣)、 「雇い止 め を行 うとか処遇 を引 き下 げる といったよ うなこ とは、この よう

な改正法案 の趣 旨に沿わ ない」(公 務員部長)と 答弁 しま した。 また、両 院委 員会 附帯 決議 にお

いて も、「移行 に当たって は、不利益が生 じるこ とな く適正 な勤務条件 の確保 が行 われなければ

な らない」 とされてい ます。

④ 職の検証 を行った結果、正規職員 と同様の職である非正規雇用職員の正規化 を図ること。 ま

た、職に必要な勤務時 間 ・任用期間を確保 し、その設定について説明責任 を果たすこと。

「各地方公共団体における公務の運営においては、任期の定めのない常勤職員を中心とする

という原則を前提とすべ き」 とマニュアル(案)で 明確 に記述 されています。

国会で も、「常勤職員 と同様の業務 を行う職が存在するということが明らかになった場合に

は、臨時、非常勤職員制度ではな く、常勤職員や任期付職員の活用について検討することが必

要」「正規の方々が減った分、その分を臨時、非常勤職員で埋め合わせるという考え方は、決 し

て適切 なものではない」(高市大臣)と 答弁しています。
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「単に勤務条件の確保等に伴 う財政上の制約を理由として、合理的な理由なく短い勤務時間

を設定し、現在行っているフルタイムでの任用について抑制を図ることは、適正な任用 ・勤務

条件の確保 という改正法の趣旨に沿わない」 とマニュアル(案)で 記述され、「(臨時 ・非常勤

職員の勤務時間を常勤職員よりも15分 間短 くする)よ うな形の勤務時聞の設定がなされないよ

うに私 どもとしては しっか り助言」することを公務員部長が国会答弁 しています。

また、「空白期間」については、マニュアル(案)で 「退職手当や社会保険料等 を負担 しない

ようにするため、再度の任用の際、新たな任期 と前の任期との間に一定の期聞(い わゆる 「空

白期間」)を設けることは適切ではあ りません。また、任用されていない者を事実上業務に従事

させる場合、公務上重大な問題を生 じるおそれがあり」、「『職務の遂行に必要かつ十分な任期 を

定めるもの』 とする配慮義務に係る規定を設けたところであ り、不適切な 『空白期間』の是正

を図るべ き」と指摘 しています。

⑤ 新 たな制度の基準 となる現在の賃金 ・労働条件 について、総務省通知での改善面や人事院非

常勤給与指針(2017年7月12日 改定)に もとづ き、ただちに改善すること。

現在の労働条件について、国会では例えば育児休業について 「引き続 き100%に なるように

助言」と高市大臣が答弁 しています。マニュアル(案)で も、会計年度任用職員には地方公務

員法第24条 が適用 されることが明記されているもとで、生計費原則にもとつ く賃金水準の確保

が求められます。また、国の非常勤職員に保障されている休暇等についても、最低限、直ちに

整備することが必要です。

さらに、「国家公務員の臨時、非常勤職員の勤務条件 との均衡 というのは大変重要であるとい

うふうに認識 してお りますので、国家公務員の取 り組み等を参考にさせていただきなが ら、

しっか り今後検討」 と答弁 してお り、人事院非常勤給与指針が改定 されたもとで、それを反映

させてい く必要があ ります。

⑥ フルタイム会計年度任用職員について、正規職員 との 「同一労働同一賃金」「均等待遇」を基

本 に、賃金 ・労働条件全体の見直 しを図ること。短時間会計年度任用職員は、フルタイム会計

年度任用職員 との均衡 を図 り、報酬決定には、 フルタイム会計年度任用職員 に支給 される手当

相当を報酬 に反映すること。

フルタイムは、「類似する職務に従事する常勤職員の属する職務の級の初号給の給料月額を

基礎 として、職務の内容や責任、職務遂行上必要となる知識、技術及び職務経験等の要素を考

慮 して定めるべき」、パー トは、「同種の職務に従事するフルタイムの会計年度任用職員に係る

給与決定の考え方 との権衡等に留意の上、職務の内容や責任、在勤する地域、職務遂行上必要

となる知識、技術及び職務経験等の要素を考慮 しつつ、職務に対する反対給付 という報酬の性

格を踏まえて定めるべき」 とマニュアル(案)に 記述されています。 しかし、国会では公務員

部長が 「フルタイムの方の給料のあ り方との均衡等を考慮 して、両者の間に格差が生 じないよ

うな形でしっか り運用」 と答弁 してお り、労働者性のある非常勤職員への給付体系の見直 しと

いう研究会報告書か らすれば、当然、生活関連手当も支給 されるべきです。
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